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第１ 計画策定の趣旨 

 
 本町では、「ノーマライゼーションとリハビリテーション 障がい者の「完全

参加と平等」の実現を目指した、誰もが自分の能力を生かして平等に社会に参

加できる環境づくり」を基本理念として、令和３年２月に「第３期猪苗代町障

がい者計画・第２期猪苗代町障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画」（以下

「前計画」という。）を策定し、障がい者施策の総合的な推進に取り組んできま

した。 

 前計画期間中、国においては、令和３年に「医療的ケア児及びその家族に対

する支援に関する法律（医療的ケア児法）」が、令和４年には「障害者情報アク

セシビリティ・コミュニケーション施策推進法」が成立し、令和６年には「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（「障害者総合支援

法」）の一部が改正され、障がい者の「地域生活」「就労」に対する支援の充実

や、当事者家族の支援の充実など、地域社会の理解と協力を得るための取り組

みが進められています。 

 本町においても、住民ニーズの多様化や複雑化により、様々な地域の課題が

存在しており、それぞれに合った適正な支援やきめ細やかな対応が求められて

います。そのため、本町の障がい福祉における理念や今後の方向性を明確にし

て共有するとともに、町民・障がい者団体・事業者・行政等がそれぞれの役割

を果たしながら、互いに協力して取り組んでいくことが大切です。 

こうした状況を踏まえ、本町では、「第七次猪苗代町振興計画」に掲げる「と

もに地域を育て、みんなが心地よく暮らせるまち 猪苗代」の実現を目指し、

国の制度改正の趣旨や前計画の進捗状況等を踏まえ計画の見直しを行うととも

に、障がい者施策を総合的に推進するため、「第４期猪苗代町障がい者計画・第

３期猪苗代町障がい福祉計画・第２期猪苗代町障がい児福祉計画」を策定する

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総  ◆第１章    総論                     

 論 ◇第１節  計画の基本事項 
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第２ 障がい者計画と障がい福祉計画の関係 
 

 「第４期猪苗代町障がい者計画」は、障がい者の自立と社会参加を図るため、

障害者基本法第１１条第３項の規定に基づき、障がい者のための施策に関する

基本的な事項を定める計画です。また、成年後見制度の利用の促進に関する法

律第１４条第１項の規定に基づき、成年後見制度の利用の促進に関する施策に

ついての基本計画を内包し、一体的に策定します。 

 「第３期猪苗代町障がい福祉計画」は、障害者基本法の基本理念にのっとり、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者

総合支援法」という。）第８８条の規定に基づき必要な障がい福祉サービスの量

や提供体制確保について定める計画です。 

 「第２期猪苗代町障がい児福祉計画」は、児童福祉法第３３条の２０の規定

に基づく「市町村障害児福祉計画」であり、本町の障がい児通所支援や障がい

児相談支援の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的

として定める計画です。 

 「第４期猪苗代町障がい者計画」は、本町における障がい者施策の最上位計

画であり、「第３期猪苗代町障がい福祉計画」及び「第２期猪苗代町障がい児福

祉計画」を内包した計画となっています。なお、児童福祉法第３３条の２０第

６項の規定により「市町村障害児福祉計画」は「市町村障害福祉計画」と一体

のものとして作成することができるため、本町においては、「第３期猪苗代町障

がい福祉計画」と「第２期猪苗代町障がい児福祉計画」を一体の計画として策

定するものです。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３期猪苗代町障がい福祉計画 

（根拠法令：障害者総合支援法） 

障がい福祉サービス等の見込量とその方

策について定める計画 

 

○第２期猪苗代町障がい児福祉計画 

（根拠法令：児童福祉法） 

障がい児通所支援等の見込量とその方策

について定める計画 

 

第４期猪苗代町障がい者計画 

（根拠法令：障害者基本法） 

障がい者施策全般についての基本

的な事項を定める計画 

 

（内包） 

猪苗代町成年後見制度利用促進基

本計画 

（根拠法令：成年後見制度の利用

の促進に関する法律） 
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「第４期猪苗代町障がい者計画」「第３期猪苗代町障がい福祉計画」「第２期

猪苗代町障がい児福祉計画」を一体的に策定するとともに、地域共生社会の実

現に向けて、福祉・保健衛生分野の関係計画（子ども・子育て支援事業計画、

高齢者福祉計画・介護保険事業計画、データヘルス計画、健康増進計画、自殺

対策計画、食育推進計画）との整合性を図り、本町の地域福祉を強力に推進し

ていきます。 

 

猪苗代町振興計画 
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ＳＤＧｓとの関連性 

ＳＤＧｓとは、平成２７(２０１５)年９月の国連サミットで採択された令和

１２(２０３０)年を期限とする、先進国を含む国際社会全体の持続可能な開発

目標(Sustainable Development Goals)です。持続可能な世界を実現するための

１７の目標と１６９のターゲットで構成され、地球上の｢誰一人取り残さない｣

社会の実現を目指し、経済･社会･環境をめぐる広範囲な課題に対する統合的な

取り組みが示されています｡１７の目標のうち、保健福祉分野においては、｢目

標３ すべての人に健康と福祉を｣が定められています｡本計画においても、ＳＤ

Ｇｓの目標を踏まえ各施策を推進します｡ 
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第３ 計画の基本理念と目標 

 
 本町における地域共生社会の実現を目指し、町内で暮らすみんなで地域、暮

らし、生きがいを共に創り、このまちで暮らせて良かったと思える猪苗代町ら

しい「地域のみんなと支え合いみんなが心地よく暮らせるまち」を計画の基本

理念とし、安全と安心を肌で感じ 地域のみんなとともに心地よく暮らす 福

祉と健康のまちづくりを目指します。 

 

●基本理念 

 

基本理念の実現のために３つの基本目標を定めます。なお、基本目標には８

つの部門を設定し、各部門に「施策目標」を定め、その目標ごとに課題を整理

し「施策の方向性と体的方策」を示しています。 

 

●基本目標 

基本目標１ みんなで支え合う仕組みがあるまちづくり       

障がいのある方が住み慣れた地域で安心して過ごせるように、生活環境の変

化や幼少期からライフステージを見通した一貫した支援の充実を図ります。 

各種障がい福祉サービスをはじめとするすべての地域資源の情報提供ととも

に関係機関が連携した総合的な支援体制を構築するため、相談支援体制を強

化します。 

 

基本目標２ みんながいきいきと健康に自分らしく暮らせるまちづくり 

障がいのある方の自主性、主体性を尊重しながら、自立を支援する生活の場

の確保や福祉的就労を含めた就労の場の確保に努めます。 

 

基本目標３ みんなが安心して共に暮らせるまちづくり 

  国際社会の共通の目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」が目指す「誰

一人取り残さない」社会の実現のため、虐待防止や差別解消に取り組むとと

もに障がいのある方の権利擁護事業を推進します。 

また、災害時の要配慮者への支援体制を構築します。 

   

 

 

地域のみんなと支え合いみんなが心地よく暮らせるまち 
～安全と安心を肌で感じ 

地域のみんなとともに心地よく暮らす 福祉と健康のまちづくり～ 
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第４ 計画の期間 

 
障がい者計画は、障害者基本法に基づく障がい者のための施策に関する基本

的な事項を定める中長期の計画であり、その計画期間を、令和６年度から令和

１１年度までの６か年とします。 

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は、令和６年度から令和８年度までを

第３期計画（前期）、第２期計画（前期）とし令和９年度から令和１１年度を第

３期計画（後期）、第２期計画（後期）とします。 

※第３期猪苗代町障がい福祉計画（前期）は国で示している第７期障がい福祉計画、第３期猪苗代

町障がい福祉計画（後期）は第８期障がい福祉計画の位置づけとなる。 

※第２期猪苗代町障がい児福祉計画（前期）は国で示している第３期障がい児福祉計画、第２期猪

苗代町障がい児福祉計画（後期）は第４期障がい福祉計画の位置づけとなる。 

 

 

第５ 計画の構成 

 
計画の推進にあたり、次の８つの部門を設定し、部門毎に「施策目標」を置

き、その目標ごとに「現状と課題」を整理し「施策の方向と具体的方策」を示

しています。 

   

１ 啓発・広報・ボランティア 

２ 保健・医療 

３ 福祉 

４ 教育・育成 

５ 雇用・就業       

６ 生活環境       

７ スポーツ・文化 

８ 成年後見制度の利用促進 

（猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画） 

 

 

 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

第４期猪苗代町障がい者計画 

第３期猪苗代町障がい福祉計画(前期) 

第２期猪苗代町障がい児福祉計画(前期) 

第３期猪苗代町障がい福祉計画(後期) 

第２期猪苗代町障がい児福祉計画(後期) 
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第6 施策の体系 

 
本計画は、次の体系で施策を展開します。 

 
 

 

地

域

の
み

ん

な

と

支

え

合

い 

み

ん

な

が

心

地

よ
く 
暮

ら

せ
る

ま

ち 
 

 

  基本目標１   

第１節 啓発・広報・ボランティア 

第１ 偏見や差別を取り除き相互理解を深める 

第２ 学校教育や職場研修での啓発 

第３ ボランティア活動の促進 

 

  みんなで支え合う 

仕組みがある 

まちづくり 

 

     

  基本目標２   

第２節 保健・医療 

第１ 保健活動の推進 

第２ 医療・リハビリテーション体制の整備 

第３ 精神保健・医療施策の推進 

第４ ライフステージを通じた支援の推進 

第３節 福祉 

第１ 地域生活への移行支援及び 

地域の支援体制の整備 

第２ 相談・支援体制の充実 

第３ 地域療育体制の整備 

第４ 福祉サービスの充実 

第５ 精神障がい者の社会参加支援 

第４節 教育・育成       

第１ 特別支援教育の推進 

第２ 教育関係者への理解啓発の推進 

第５節 雇用・就業       

第１ 雇用の場の確保 

第２ 一般就労への移行と定着・継続への支援 

第３ 福祉的就労への支援 

第４ 就労に関する相談・支援の充実 

 

  みんながいきいきと

健康に自分らしく 

暮らせるまちづくり 

 

     

  基本目標３   

第６節 生活環境       

第１ 住環境の整備 

第２ ユニバーサルデザインの推進 

第３ 緊急時における障がい者への 

支援体制の整備 

第７節 スポーツ・文化 

第１ スポーツ・文化活動の促進 

第８節 成年後見制度の利用促進 

（猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画） 

第１ 成年後見制度の利用促進 

 

  

 

みんなが安心して 

共に暮らせる 

まちづくり 
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第7 計画の推進体制 

 

１．庁内の推進体制 

本計画は多岐にわたる分野から構成されていることから、関係部局との 

連絡調整を密にし施策の総合的な推進に取り組むとともに、災害対策や虐 

待防止など高齢者福祉や児童福祉などと共通する課題については相互に連 

携し課題の解決に努めます。 

    

２．庁外の推進体制 

計画の推進にあたっては、障がい者関係団体、障がい福祉サービス事業 

者、保健・医療関係者、教育関係者等の地域ネットワークの構築が必要で 

あり、関係機関が一体となった総合的な取り組みができる「猪苗代町障が 

い者自立支援協議会」の機能強化に努め、計画の推進状況全般についても、 

「猪苗代町障がい者自立支援協議会」において点検を行います。 

 

３．計画の見直し 

国の障がい者制度改革に伴う法令の制定・改廃や社会情勢の変化を踏ま 

え、必要に応じて障がい者計画、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の 

見直しを行います。 
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総  ◆第１章                         

 論 ◇第２節  障がい者をとりまく現状 
 

第１ 本町の障がい者の現状 

 
令和５年４月１日現在の本町の身体障がい者は６７１人（身体障害者手帳交

付者数 うち１０９人が６５歳未満）で、知的障がい者は１６２人（療育手帳

交付者数 うち１４１人が６５歳未満）、精神障がい者は１３４人（精神障害者

保健福祉手帳交付者数 うち１０３人が６５歳未満）です。 

 本町の総人口減少に伴い、身体障がい者の人数は減少しているのに対して、

知的障がい者、精神障がい者の人数は増加しています。 

 
身体障がい者 

（人） 

知的障がい者 

（人） 

精神障がい者 

（人） 

障がい者数計 

（人） 

総人口 

（人） 

総人口に占める 

障 が い 者 の 割 合

（%） 

平成１２年 ８２１ ９４ ９ ９２４ １８，６１４ ４．９６ 

平成１８年 ８９１ ９３ ２６ １，０１０ １７，３０３ ５．８４ 

平成２３年 ９１２ １４５ ６２ １，１１９ １６，０６５ ６．９７ 

平成２９年 ９７３ １５８ ７８ １，２０９ １４，７５６ ８．１９ 

令和 ５年 ６７１ １６２ １３４ ９６７ １３，０１４ ７．４３ 

※各年４月１日現在の交付者数及び総人口（住民基本台帳人口） 

 

１．身体障がい者（身体障害者手帳所持者） 

本町の総人口減少に伴い減少傾向にあります。身体障がい者のうち、６ 

５歳以上の方は５６２人であり、約８４％が介護保険対象となり、いわゆ 

る高齢障がい者が多数を占めています（平成２９年は約８０％）。障がい種 

類別では、「肢体不自由」が３８１人で全体の約５７％を占めています。程 

度別では、「１級・２級」の重度障がい者が２４８人で、全体の約３７％を 

占めています。 

  身体障がい者数の推移                                        （単位：人） 

 
障 が い 種 類 別 内 訳                           程 度 別 内 訳                                           

視覚 聴覚平衡 音声言語 肢体不自由 内部 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

平成１８年 

（６５歳未満） 

５７ 

（１２） 

５７ 

（８） 

９ 

（４） 

５５１ 

（１２５） 

２１７ 

（５２） 

２７７ 

（７０） 

１３４ 

（３１） 

１３２ 

（２２） 

２１３ 

（４８） 

７４ 

（１９） 

６１ 

（１１） 

８９１ 

（２０１） 

平成２３年 

（６５歳未満） 

４８ 

（１３） 

５７ 

（９） 

８ 

（４） 

５７９ 

（１２５） 

２２０ 

（４８） 

２６８ 

（７０） 

１０８ 

（２４） 

１９１ 

（２３） 

２３８ 

（５６） 

５６ 

（１５） 

５１ 

（１１） 

９１２ 

（１９９） 

平成２９年 

（６５歳未満） 

４５ 

（１５） 

６３ 

（８） 

５ 

（４） 

６２４ 

(１１９) 

２３６ 

（４６） 

２９４ 

（７２） 

１１４ 

（３１) 

２１７ 

（２１） 

２５２ 

（４２） 

４０ 

（１４） 

５６ 

（１２） 

９７３ 

（１９２） 

令和 ５年 

（６５歳未満） 

２９ 

（６） 

４５ 

（６） 

５ 

（２） 

３８１ 

（６６） 

２１１ 

（２９) 

１８７ 

（３９） 

６１ 

（１９） 

１７１ 

（１８） 

１８１ 

（１７） 

３５ 

（８） 

３６ 

（８） 

６７１ 

（１０９） 

※各年４月１日現在の身体障害者手帳交付者数 
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令和５年４月１日現在の障がい種類別・程度別障がい者数     （単位：人） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視覚 １１ １２ ２ ０ ３ １ ２９ 

聴覚平衡 １ ７ ３ ２０ ０ １４ ４５ 

音声言語 １ ０ ４ ０ ０ ０ ５ 

肢体不自由 ５４ ４１ １１６ １１７ ３２ ２１ ３８１ 

内部 １２０ １ ４６ ４４ ０ ０ ２１１ 

計 １８７ ６１ １７１ １８１ ３５ ３６ ６７１ 

 

２．知的障がい者（療育手帳所持者） 

療育手帳所持者数は、本町の総人口が減少傾向にあるのに対して、平成２ 

９年の１５８人から令和５年は１６２人と若干の増加傾向にあります。また、 

６５歳未満が１４１人で、６５歳以上が２１人と身体障がい者に比べ若年傾 

向にあります。 

 

  知的障がい者数の推移                      （単位：人） 

 程 度 別       年 齢 別       

合   計 
Ａ Ｂ １８歳未満 

１８歳以上～ 

６ ５ 歳 未 満 
６５歳以上 

平成１８年 

６５歳以上 

４１ 

（５） 

５２ 

（６） 
１２ ７０ １１ 

９３ 

（１１） 

平成２３年 

６５歳以上 

７１ 

（６） 

７４ 

（７） 
２６ １０６ １３ 

１４５ 

（１３） 

平成２９年 

６５歳以上 

７９ 

（１１） 

７９ 

（５） 
３７ １０５ １６ 

１５８ 

（１６） 

令和 ５年 

６５歳以上 

７３ 

（１３） 

８９ 

（８） 
２９ １１２ ２１ 

１６２ 

（２１） 

 ※各年４月１日現在の療育手帳交付者数 
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３．精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳所持者） 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、本町の総人口が減少傾向にあるの 

に対して、平成２９年の７８人から令和５年は１３４人と大幅な増加傾向 

にあります。また、６５歳未満が１０３人で、６５歳以上が３１人と身体 

障がい者に比べ若年傾向にあります。なお、自立支援医療（精神通院医 

療）受給者証交付者は２１６人（令和５年４月１日現在）で、手帳を取得 

されていない精神障がい者の方も多数いると推定されます。 

 

精神障がい者数の推移                     （単位：人） 

 程 度 別       年 齢 別       

合   計 
１ ２ ３ １８歳未満 

１８歳以上～ 

６ ５ 歳 未 満 
６５歳以上 

平成１８年 

６５歳以上 

７ 

(３) 

１８ 

(１) 

１ 

(０) 
１ ２１ ４ 

２６ 

（４） 

平成２３年 

６５歳以上 

１０ 

(３) 

４２ 

(４) 

１０ 

(０) 
３ ５２ ７ 

６２ 

（７） 

平成２９年 

６５歳以上 

８ 

(１) 

４４ 

(７) 

２６ 

(３) 
１ ６６ １１ 

７８ 

（１１） 

令和 ５年 

６５歳以上 

１０ 

(６) 

６８ 

(17) 

５６ 

(８) 
３ １００ ３１ 

１３４ 

（３１） 

   ※各年４月１日現在の精神障害者保健福祉手帳交付者数 
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第２  教育施策の現状 

 
障がい等により、通常の学校において指導を受けることが困難、または通常

の学校における指導のみによっては十分な教育効果が期待できない児童生徒に

ついては、その能力を最大限に引き出し、社会的な自立および参加を可能な限

り実現することを目的として、障がいの種類程度等に応じ、特別な配慮の下に、

より手厚く、きめ細かな教育を行うこととしています。 

 

 （１）特別支援学校在籍者数                       令和５年４月１日現在 

学 校 名                小 学 部            中 学 部            高 等 部            合 計            
 

猪苗代支援学校 ２ ６ ６ １４ 

会津支援学校 

(竹田病院分校含む) 
１ １ ２ ４ 

合 計                ３ ７ ８ １８ 

  

（２）特別支援学級在籍者数   令和５年４月１日現在 

学 校 名                在籍者数 

猪苗代小学校 ７ 

千里小学校 １ 

翁島小学校 ３ 

長瀬小学校 ０ 

吾妻小学校 ０ 

緑小学校 ０ 

猪苗代中学校 ７ 

合 計                １８ 

 
第３  障がい者雇用の現状 

 
障がい者の雇用の促進等に関する法律に基づく障がい者の雇用率は、現在、

民間企業：２．３％、国・地方公共団体：２．６％、都道府県教育委員会２．

５％となっており、令和５年度以降段階的に引き上げられる予定です。 

本年６月に国が実施した「障害者雇用状況調査」によると、県内民間企業の

実雇用率は２．２９％と前年比０．１％増加しているものの、法定雇用率未達

成企業の割合も、５６．７％と前年比２．４％増加しております。 

また、就労支援を行う事業所についてもニーズに比べて足りていない現状で

あるため、地域資源の創出が課題となっています。 
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第 ２ 章      
 

 

各 論      
 

 

第１節 啓発・広報 ・ボランティア 

 

第２節 保 健 ・ 医 療 

 

第３節 福 祉 

 

第４節 教 育 ・ 育 成 

 

第５節 雇 用 ・ 就 業 

 

第６節 生 活 環 境 

 

第７節 スポーツ ・文 化 

 

第８節   成年後見制度の利用促進 

（猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画）  
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各  ◆第２章    各論                      

 論 ◇第１節 啓発・広報・ボランティア 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 
 

第１ 偏見や差別を取り除き相互理解を深める 

 

第２ 学校教育や職場研修での啓発 

 

第３ ボランティア活動の促進 

 

 

 

 

 



１６ 

第１ 偏見や差別を取り除き相互理解を深める 

 

１．現状と課題 

令和５年１０月に実施した猪苗代町障がい者ニーズ調査（以下「ニーズ 

調査」という。）では、差別・偏見を「よく感じる」や「ときどき感じる」 

と回答した方が全体の約２８．５％であります。障がい者が地域で安心し 

て生活を送ることができる社会にするために、障がいや障がい者について 

の正しい知識の普及に努めることが必要です。 

 

２．具体的な取り組み 

障がい者の社会参加を妨げる差別や偏見をなくし、全ての町民が互いに 

尊重しあい、共に生活する社会を目指して、障がいや障がい者についての 

正しい知識と理解及び合理的配慮についての普及・啓発活動を推進します。 

 

 （１）「広報猪苗代」・ホームページ等による啓発広報 

障がい理解に関する情報や各種福祉サービスの案内掲載と啓発広報を 

行います。なお、広報にあたっては、障がい特性に応じた読みやすく、 

わかりやすい広報活動に努めます。 

 （２）啓発イベントの開催 

人権教育・啓発作品の募集・展示や各種行事の開催等により、「障害者 

週間（障害者基本法：１２月３日～９日）」の周知を図るなど、広く住 

民意識の高揚を図ります。 

 （３）各種関係団体を通じての情報の提供 

猪苗代町障がい者自立支援協議会や各種関係団体を通じて情報の提供 

を図るとともに、各種関係団体が行う啓発広報活動を支援します。 

 

 

第２ 学校教育や職場研修での啓発 

 

１．現状と課題 

ニーズ調査で、差別・偏見を感じる場面として「外での人の視線」 

（３１．１％）といった不特定多数の方から偏見を感じる場合や、「教育の 

場」や「仕事」といった限定された場面で感じるという回答もありました。 

障がいや障がい者について正しく理解していただくために、様々な機会で 

研修等に努めることが必要です。 

 

２．具体的な取り組み 

教育の現場や様々な職場の中で、障がい者に対する正しい理解と意識の向 

上を図ります。 

 



１７ 

（１）福祉教育の実践 

障がい者に対する理解と、ともに生きることの大切さについて道徳教 

育や特別活動を実践します。また、保育所等訪問支援等を活用し障が 

い児の地域社会への参加・包容を推進する体制を構築します。 

 （２）障がいへの理解を深める研修 

障がい者に対する理解を促進し、地域福祉活動へのかかわり方や障が 

い者とともに参加できる障がい者福祉に関する学習を取り入れた研修 

等を実施します。 

（３）町職員等への啓発 

町職員等への研修を行い、障がいや障がい者についての正しい知識と具 

体的な支援のあり方（合理的配慮）についての理解を深め、住民サービ 

スの向上を図ります。 

 

第３ ボランティア活動の促進 

 

１．現状と課題 

障がい者の就労や外出の機会は、障がい者の社会参加意欲の高まりなど 

により以前に比べ多くなってきております。 

日常生活や地域における交流の促進を図るためには、ボランティアの存在 

が不可欠であります。町民総ボランティア社会の形成、ボランティア活動の 

推進を図るため、町民のボランティアに対する関心を高めるとともに、積極 

的な参加を促進する必要があります。また、障がい者・健常者がともに支え、 

ともに生きる活動の輪を広げるためには、日常生活での交流の推進も重要で 

す。 

 

２．具体的な取り組み 

生涯学習の一環として、町民にボランティア活動を広く紹介するための事 

業を行うとともに、普及推進を図り、ボランティア活動への参加を促進しま 

す。また、ボランティア活動団体や推進団体等への支援の充実を図ります。 

 

 （１）ボランティア活動の啓発 

誰にでも気軽にできるボランティア活動のＰＲなどを通し、ボランテ 

ィア活動への理解を深めます。 

 （２）ボランティア活動の相談・支援 

    ボランティアの登録・紹介等、活動の普及と支援を行います。 
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各  ◆第２章                         

 論 ◇第２節  保健・医療 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 保健活動の推進 

 

第２ 医療・リハビリテーション体制の整備 

 

第３ 精神保健・医療施策の推進 

 

第４ ライフステージを通じた支援の推進 
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第１ 保健活動の推進 
 

１．現状と課題 

健康づくりについては、町民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る。」 

という認識を持ち、健康増進のための生活慣習を確立することが大切であ 

ることから、あらゆる部門にわたり、予防への意識の徹底を実践してきま 

した。また、妊娠中及び出産後並びに乳幼児期においては、個々のケース 

に応じたきめ細かな保健指導が必要であるため、妊産婦及び乳幼児等に対 

し相談・教育を行い、母子保健の充実に努めてきました。 

今後も、生活習慣病による障がいを防止するため、疾病の予防、早期発 

見・早期治療の充実を図る必要があります。また、乳幼児健診等を通じて、 

発達障がい等の早期発見と療育体制の整備を図る必要があります。 

 

２．具体的な取り組み 

 （１）疾病の予防 

育児教室、生活習慣病予防教室などのライフステージに応じた健康教室、 

健康相談、健康診査などの様々な機会を通じて、疾病の予防についての 

意識啓発を行います。また、障がいの原因となる疾病の予防と治療のた 

めに、周産期の健康管理・小児医療の充実を図ります。 

 （２）早期発見・治療の充実 

乳幼児健康診査や乳幼児育成指導事業を通じ、子どもの発達への課題等 

を早期に発見し、早期療育へつながるよう、現状の把握と医療・保健・ 

福祉のネットワーク機能の充実に努めます。また、年代等に応じた各種 

検診等により、疾病の早期発見と治療に努めるとともに、医療や経過観 

察が必要とされた人への事後指導の充実を図ります。 

 

第２ 医療・リハビリテーション体制の整備 

 

１．現状と課題 

ライフステージに応じた一貫した医療やリハビリテーションが、地域に 

おいても継続して受けられる体制を整備する必要があります。また、医療 

機関と保健・福祉サービス提供機関との相互の連携強化が求められています。 
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２．具体的な取り組み 

（１）医療との連携強化 

障がい者の地域での生活を支援するため、医療との連携を強化し、継続 

的かつ効果的なサービスの充実を図ります。 

 （２）医療費の助成 

障がいの原因となる疾病の予防と治療、障がいの除去や進行防止等への 

経済的負担を軽減するため、医療費の助成を行います。 

（自立支援医療の給付、重度心身障害者医療費助成） 

（３）二次障がいの予防 

一次障がい（既存の障がい）から生じる合併症や日常生活能力の低下 

（二次障がい）を生み出さないために、適切な治療やリハビリテーション、 

生活、労働の環境について、正しい知識の普及に努めます。 

 

第３ 精神保健・医療施策の推進 

 

１．現状と課題 

自殺の増加や思春期・青年期の「社会的ひきこもり」等、心の健康に関連 

する問題が増えており、相談体制の充実が望まれています。また、長期入院 

（入所）している障がい者が在宅生活にスムーズに移行できるよう、入院 

（入所）中から退院（退所）へ向けての支援体制の充実が望まれています。 
 

２．具体的な取り組み 

 （１）相談支援体制の整備 

相談支援専門員による相談支援事業の充実や、精神保健福祉士等による 

こころの健康相談を行います。 

 （２）ゲートキーパー養成講座の開催 

悩みや生活上の困難を抱える人に早期に気づくことができるようゲート 

キーパー養成講座を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２１ 

第４ ライフステージを通じた支援の推進 

 

１．現状と課題 

ライフステージの変化に伴い、関わる制度や支援を行う者が大きく変わ 

るため、支援の一貫性が途切れてしまうため一貫した支援を行うという視 

点と、そのための仕組みづくりが望まれています。 

 

２．具体的な取り組み 

（１）サポートブック（もっちりBook）の普及活動等 

特に子どもの時代においては、出産期・乳幼児期・就学期・学齢期・青 

年期と成長に伴い環境や支援者が大きく変化していきます。環境や支援 

者が変わっても支援の内容に一貫性を持たせるためのツールとして作成 

したサポートブックの普及に努めるとともに、内容の見直しを行います。 

 （２）高齢期移行に伴う支援 

現行制度では介護保険優先適用となっているため、高齢期を迎えた障が 

いのある方の多くは介護保険への切り替えが必要となります。障がい福 

祉から高齢者福祉へ制度が変わっても支援内容が変わらないように一貫 

した支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



２２ 

各  ◆第２章                             

 論 ◇第３節  福  祉 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 地域生活への移行支援及び地域の支援体制の整備 

 

第２ 相談・支援体制の充実 

 

第３ 地域療育体制の整備 

 

第４ 福祉サービスの充実 

 

第５ 精神障がい者の社会参加支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



２３ 

第１ 地域生活への移行支援及び地域の支援体制の整備 
 

１．現状と課題 

障がい者本人の意向を尊重した地域での生活を促進するため、地域移行 

への支援及び地域の支援体制の整備が求められています。本町では、令和３ 

年度に会津北部４町村（猪苗代町、磐梯町、北塩原村、湯川村）で地域生活 

支援拠点等事業を整備しました。地域生活支援拠点等事業は障がい者の重度 

化、高齢化及び「親亡き後」に備えるとともに、障がい者等の入所施設及 

び病院からの地域移行を進めるため、重度障がいにも対応することができ 

る専門性を有し、地域生活で生じる障がい者及びその家族の緊急事態に対 

応することを目的とした事業です。障がい者の生活を地域全体で支える体 

制の整備が必要です。 

 

２．具体的な取り組み 

 （１）安心して生活できる地域生活の基盤づくり 

地域生活支援拠点等事業を活用し、地域生活の体験の機会等の提供を 

行います。また、移行後も安心して暮らせるよう、緊急時の受け入れ 

体制や相談支援体制の整備を行います。加えて、計画の基本理念のと 

おり地域のみんなと支え合えるよう公的な福祉サービスの充実だけで 

なく、地域住民やボランティア団体等による「地域で支え合う仕組 

み」を構築し、安心して生活できる地域生活の基盤づくりを推進しま 

す。 

 

第２ 相談・支援体制の充実 
 

１．現状と課題 

ニーズ調査において、「住みやすいまちづくりのために必要なこと」とい 

う質問に対して４３．０％、「在宅生活の継続及び地域移行に必要なこと」 

という質問に対して３２．９％の方が「相談支援の充実」と答えるなど、 

相談支援のニーズは高いことが伺えます。安心して暮らせる地域づくりの 

ためには相談支援の充実が必要です。 

 

２．具体的な取り組み 

住み慣れた家や地域の中で障がい者が安心して生活を送るために、身近 

なところで相談や支援が受けられるよう、窓口機能の充実と連携の強化を 

図ります。 

 

 

 

 



２４ 

 （１）相談支援事業 

地域における障がい者等の日常生活や社会参加を支援するため、専門 

的な機関への委託などにより相談支援事業を実施します。相談支援事 

業では、生活相談や必要な情報提供及び助言を行うとともに、関係機 

関との連絡調整を図り、ケアマネジメントによる障がい福祉サービス 

等の利用支援など障がい者の地域生活を支援します。 

 （２）猪苗代町障がい者自立支援協議会 

地域における障がい福祉に関する関係者による連携及び支援の体制に 

関する協議を行うため、自立支援協議会の活性化を図ります。 

 （３）基幹相談支援センターの設置 

令和８年度までに基幹相談支援センターの設置を行い、相談機能の充 

実を図ります。なお、本町には相談支援事業所が１ヶ所しかないため 

地域資源を有効に活用するべく、広域での設置について検討します。 

 

第３ 地域療育体制の整備 
 

１．現状と課題 

障がいの重度・多様化に伴い、児童の健康管理や機能訓練等について、 

医療・福祉関係機関等との連携を推進する必要があります。 

 

２．具体的な取り組み 

「発達障害者支援法」を踏まえ、発達障がい児に対する早期発見・早期 

療育等の支援の充実を図ります。また、将来の社会参加へとつなげていく過 

程で切れ目のない支援が必要です。子どもの発達過程に関する情報を共有す 

るよう努めます。加えて、「猪苗代町障がい児福祉計画」に基づき、障がい 

児通所支援の推進を図ります。 

 

 （１）育児相談・健康診査の充実 

発達障がい等を早期に発見し、適切な相談・支援を行えるよう、育児 

相談・健康診査の充実を図ります。 

 （２）地域療育体制の整備 

地域で通いながら生活訓練や支援を受けることができるように、各施 

設や医療機関、相談窓口等の連携を深めます。また、障がい児に対す 

る理解を促進し、地域での協力・支援を促すため、療育に関する機関 

等と連携して、障がいに関する知識の普及・啓発に努めます。 

 （３）障がい児通所支援等の拡充 

未就学の障がい児やその家族に対して支援を行い、日常生活動作の指 

導等の療育を行うサービスや就学中の障がい児に、授業終了後又は夏 

休み等の休日に、生活能力の向上のための訓練等の療育を行うサービ 

ス等の拡充を図ります。 

 



２５ 

 

第４ 福祉サービスの充実 
 

１．現状と課題 

地域における障がい者の自立した生活を支えるとともに、家族等の介護 

負担を軽減するため、ニーズに応じたサービス提供体制の整備が必要です。 

また、ニーズ調査において、福祉サービスに関する情報について「あまり 

伝わってこない」、「伝わってこない」と回答した方が約５９．５％となっ 

ており、福祉サービスについての周知広報が課題となっています。 

 

２．具体的な取り組み 

「猪苗代町障がい福祉計画」に基づき、障がい福祉サービスや地域生活 

支援事業の推進を図ります。 

 

（１）訪問系サービスの拡充 

在宅における介護のニーズは年々増加する傾向にあります。様々なラ 

イフスタイルに応じた訪問系サービスの質と量を確保します。 

（２）日中活動系サービスの拡充 

障がい者一人ひとりが、障がいの種類・程度に応じて、必要な日中活 

動を行うことができるよう、日中の介護サービスや就労移行支援、就 

労継続支援等の自立に向けたサービスの拡充を図ります。 

（３）移動支援事業の拡充 

地域生活支援事業として、障がいのある人が、社会参加等のために外 

出を必要とする場合に、ヘルパーの派遣を行います。 

（４）訪問入浴サービス事業 

地域生活支援事業として、入浴が困難な重度の身体障がい児・者の家 

庭に移動入浴車を派遣し、在宅介護を支援します。 

（５）日中一時支援事業 

地域生活支援事業として、障がい者等の家族の就労支援及び日常的に 

介護している家族の一時的休息のため、障がい者等に対して日中にお 

ける活動の場を提供します。 

（６）地域活動支援センター事業（Ⅲ型） 

地域生活支援事業として、生産活動・創作活動や交流活動等を促すこ 

とで、障がい者の社会参加への支援に努めます。 

（７）福祉サービスの周知広報 

サービス対象者等に広く周知広報を図るとともに、障がい特性に応じ 

た読みやすく、わかりやすい広報活動に努めます。 

 

 

 

 

 



２６ 

 

第５ 精神障がい者の社会参加支援 
 

１．現状と課題 

本町では総人口が減少傾向にあるのに対して、精神障がい者の人数は増 

加傾向にあります。 

精神障がい者の在宅生活と社会参加を支援するうえで、保健福祉サービ 

スや交流の場の充実を図る必要があります。また、長期入院（入所）してい 

る障がい者が在宅生活にスムーズに移行できるよう、入院（入所）中から退 

院（退所）へ向けての支援体制の充実が望まれています。 

 

２．具体的な取り組み 

精神障がい者の社会参加を促進するため、精神障がいについての正しい 

理解の啓発を行うとともに、サービス事業者等との連携のもと、精神障が 

い者に対する福祉サービスの充実を図ります。 

 

（１）精神障がいについての理解の普及 

精神障がいについての偏見や差別をなくすため、正しい理解の普及を図 

ります。 

（２）地域生活への移行支援 

受け入れ条件が整えば退院可能とされる精神障がい者の退院・社会復帰 

を目指すため、必要な支援を行います。また、地域で精神障がい者が生 

活を継続できるよう、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの 

構築を検討します。 

（３）社会参加への支援 

障がい者と身近な地域との交流機会の拡充に努めます。また、身近な地域にお 

いて障がいのある人もない人も、気軽に集えるような交流の場の創出に努めま 

す。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２７ 

各  ◆第２章                             

 論 ◇第４節  教育・育成 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 特別支援教育の推進 

 

第２ 教育関係者への理解啓発の推進 

 

 

 

 

 
 

 

 



２８ 

第１ 特別支援教育の推進 
  

１．現状と課題 

一人ひとりの発育・発達のニーズに対し早期に対応した療育・教育を提供 

し、それを継続することが求められています。障がい者手帳の有無に関わら 

ず、複数の関係機関等で連携し、切れ目のない支援をすることが非常に重要 

となってきています。障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応する 

ための支援の拡充やサービスの質の確保・向上を図るための環境整備等が求 

められています。 

 

２．具体的な取り組み 

乳児期から幼児期、小学校、中学校、高校へと障がいのある子どもが適切 

かつ円滑な保育サービス、教育サービス、障害児通所支援を受けられるよう 

に関係部局の連携を図り、切れ目のない支援体制の整備に努めます。 

 

（１）早期発見・早期療育の推進 

子どもの発達への課題等を早期に発見し、早期療育へつながるよう、医 

療・保健・福祉の連携を深め、情報の共有化や支援ネットワーク機能の 

充実に努めます。 

（２）療育支援体制の充実 

一人ひとりの状態や特性、ニーズに応じた専門的で適切な療育指導を受 

けられるよう療育体制の充実に努めます。また、医療的ケアを要する障 

がい児が適切な支援を受けられるよう、保健・医療・福祉等の連携の強 

化に努めます。 

（３）保育・幼児教育等の充実 

身近な地域で育つことができるよう、こども園等での受入体制の充実 

に努めるとともにこども園等への専門機関による助言や連携の強化に 

努めます。 

（４）成長過程に応じた一貫した支援体制の構築 

教育、医療、福祉などの関係機関の連携により、障がいのある子ども 

や発達に課題のある子どもとその保護者が、乳幼児期から青年期まで 

成長過程に応じて、切れ目のない一貫した適切な支援を受けることが 

できるような仕組みづくりに努めます。 

（５）障がい児の地域社会への参加・包容 

第１節啓発・広報・ボランティアに関連して、関係機関との連携によ 

る研修により障がいに関する理解を深め、また、保育所等訪問支援等 

の活用により、障がいの有無にかかわらず、児童一人ひとりの個性に 

あった教育を推進します。 

 

 

 

 



２９ 

第２ 教育関係者への理解啓発の推進 
 

１．現状と課題 

重度化・多様化する障がいへの教育関係者の共通理解と、教育的支援の 

充実が求められています。 

 

２．具体的な取り組み 

障がいのある児童生徒に対して、一人ひとりの特性に応じた教育ができ 

るよう、教育関係者の支援に取り組みます。 

 

（１）障がいに対する理解促進 

障がいのある児童生徒に対して、共通理解のもと適切な教育が展開で 

きるよう支援を図ります。 

（２）発達障がいに対する理解促進 

発達障がいに関する冊子等を利用し、発達障がいに対する教職員の理解促進を 

図ります。 

（３）医療的ケアを必要とする障がい児への支援 

医療的ケアを必要とする障がい児が希望する生活を送れるよう、医療的ケア児 

コーディネーターを配置し、関係機関で協力して支援を行える体制を整備しま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３０ 

各  ◆第２章                             

 論 ◇第５節  雇用・就業 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 雇用の場の確保 

 

第２ 一般就労への移行と定着・継続への支援 

 

第３ 福祉的就労への支援 

 

第４ 就労に関する相談・支援の充実 

 

 

 

 
 

 



３１ 

第１ 雇用の場の確保 
 

１．現状と課題 

障がい者の雇用の促進等に関する法律に基づく障がい者の雇用率が今後 

段階的に引き上げられるため、障がい者の一般就労を促進するために、関 

係機関との連携のもとに、雇用環境の充実を図る必要があります。 

障がい者就労施設等で就労する障がい者や在宅で就業する障がい者の経 

済的な自立を進めるため、国や地方公共団体、独立行政法人などの公的機 

関が、物品やサービスを調達する際、障がい者就労施設等から優先的・積 

極的に購入することを推進するため、障害者優先調達推進法が施行されま 

したが、本町の調達実績は横ばい状態であるため、更なる推進が必要とな 

ります。 

 

２．具体的な取り組み 

障がい者雇用に対する企業意識の高揚を図り、障がい者の就労機会の拡 

大と職場環境の整備を促進します。 

 

（１）事業主への啓発 

障がい者雇用支援月間（９月）等を中心に、町内の事業主に対して障 

がい者雇用についての理解促進を図り、継続的な雇用ができるよう協 

力を要請します。 

（２）各種助成制度の周知徹底 

関係機関と連携しながら、障がい者雇用納付金制度に基づく助成や特 

定求職者雇用開発助成金制度など障がい者雇用を促進する各種制度の 

周知を図ります。 

（３）公共機関での障がい者雇用の促進 

本町及び町関係団体等における障がい者雇用について、関係機関との 

協議・要望を行い、法定雇用率の確保はもとより雇用体制の充実に努 

めます。 

（４）障がい者就労施設等からの物品調達  

障がい者就労施設等から優先的・積極的に、物品やサービスを調達す 

るよう努めます。 

 

第２ 一般就労への移行と定着・継続への支援 
 

１．現状と課題 

一般就労への移行を希望する障がい者に、雇用機会や訓練指導等の支援 

充実を図る必要があります。また、就労に伴う生活面の課題等に対し、就 

労継続への支援を図る必要があります。 
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２．具体的な取り組み 

サービス事業者との連携のもと、就労継続支援事業（Ａ型）等の一般就 

労を促進するための各種サービスの充実を図ります。 

 

（１）就労継続支援事業（Ａ型：雇用型） 

雇用契約に基づく就労機会を提供するとともに、一般就労への移行支 

援等を行います。 

（２）就労定着支援事業 

就労移行支援事業等を利用して就労された方が、就労を継続できるよ 

う、相談、指導及び助言等の必要な支援を行います。 

 

第３ 福祉的就労への支援 
 

１．現状と課題 

福祉的就労を提供する事業所として、本町には就労継続支援事業所（Ｂ 

型）が１事業所あります。一般就労が困難な障がい者の就労や交流活動等 

の場として、福祉的就労事業所等の充実を図る必要があります。 

 

２．具体的な取り組み 

サービス事業者と連携のもと、一般就労が困難な障がい者に対する福祉 

的就労の場の確保を図ります。 

 

（１）就労継続支援事業（Ｂ型） 

年齢や体力面で一般就労が難しい障がい者等を対象に、雇用契約は結 

ばずに就労機会を提供する事業であり、小規模作業所等から当該事業 

へ円滑な移行の促進を図ります。 
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第４ 就労に関する相談・支援の充実 
 

１．現状と課題 

就労希望者に適切な求人情報が伝わり、障がい者の雇用が促進されるよ 

う、求職活動への支援が必要です。また、障がいの状況や本人の適性に応 

じて、就労移行支援、就労継続支援などの多様な選択肢を確保するよう努 

める必要があります。 

 

２．具体的な取り組み 

関係機関との連携を図り、情報収集が容易になるように努めます。 

 

（１）求人・求職者情報の提供 

本町商工観光課やハローワーク等の関係機関と連携を図り、求人情報 

等の周知及び就労相談に応じます。 

（２）就労選択支援事業（令和７年１０月創設予定） 

障がい者本人が自分の働き方を考えることをサポートするとともに、 

就労移行支援の利用や一般就労等への選択の機会を適切に提供できる 

ように努めます。 
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各  ◆第２章                             

 論 ◇第６節  生活環境 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 住環境の整備 

 

第２ ユニバーサルデザインの推進 

 

第３ 緊急時における障がい者への支援体制の整備 
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第１ 住環境の整備 
 

１．現状と課題 

障がい者が住み慣れた地域の中で自立生活を送るには、住まいの確保が 

必要であるため、障がいの態様に応じた公共住宅の供給や民間住宅のバリ 

アフリー化等の促進が求められています。 

 

２．具体的な取り組み 

障がい者の住まいを確保し、住戸のバリアフリー化を行う等、住環境の 

整備を推進します。 

 

（１）住まいのバリアフリー化 

住み慣れた家での生活が継続できるように、日常生活用具給付事業等 

を利用して住宅のバリアフリー化を支援します。 

（２）公営住宅の活用 

支援を必要とする障がい者に対し、１階への優先的入居、単身者向け 

住宅等の供給について検討します。 

 

第２ ユニバーサルデザインの推進 
 

１．現状と課題 

「すべての人にやさしく安全なまちづくり」に向けて、公共建築物や道 

路、民間建築物等における福祉環境整備の促進を図り、総合的に福祉の視 

点を組み入れたまちづくりを進める必要があります。また、障がい者が利 

用しやすい公共交通機関の整備が求められています。 

 

２．具体的な取り組み 

だれもが使い勝手の良いユニバーサルデザインを取り入れ、計画の段階 

から障がいのある当事者の参画を得ながら、やさしいまちづくりの推進を 

図ります。 

 

 （１）人にやさしい施設整備の推進 

ユニバーサルデザインや「福島県人にやさしいまちづくり条例」の考 

え方を踏まえ、高齢者や障がい者が安全で快適に利用することができ 

る施設の整備を推進します。 

 （２）安全で快適な道づくり 

歩道の段差解消や点字ブロックの設置等による安全で快適な道づくり 

を進めます。また、看板や駐輪など路上障がい物のない歩道環境や、 

障がい者用駐車スペース（おもいやり駐車場）の利用マナー等につい 

て啓発を図ります。 
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第３ 緊急時における障がい者への支援体制の整備 
 

１．現状と課題 

障がいのある人もない人も、誰もが地域の一員として共に助け合い、支 

え合う地域ぐるみの防犯・防災体制の整備が求められています。また、災 

害発生時の避難等に支援を必要とする災害弱者を事前に把握し、主に地域 

で安否確認などの必要な支援を行える体制の整備が求められています。さ 

らに、介護・見守りが受けられる福祉避難所の設置や受入体制にかかる情 

報を共有する必要があります。 

 

２．具体的な取り組み 

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法が施行さ 

れたことにより、日常生活及び災害時の情報格差の解消を進めるとともに、 

要配慮者である障がい者の安全を確保するため、緊急時の支援体制を整備 

します。 

 

（１）住民の避難誘導体制の整備 

障がい者や家族の人権に配慮した非常時の安否確認体制や連絡通報体 

制の整備に努めるとともに、支援者の確保を図ります。 

（２）地域ぐるみの防犯・防災体制の整備 

「みんなが安心して共に暮らせるまちづくり」のため、地域ぐるみの 

防犯・防災体制づくりを推進します。 

（３）福祉避難所の設置 

一般の避難所での共同生活が困難な要配慮者が安心して避難生活がで 

きるよう、特別な配慮がなされた社会福祉施設等を「福祉避難所」と 

して指定します。 
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各  ◆第２章                             

 論 ◇第７節  スポーツ・文化 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ スポーツ・文化活動の促進 
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第１ スポーツ・文化活動の促進 
 

１．現状と課題 

健康や体力の増進、生きがいのある生活や豊かな人間関係等を形成する 

ためのスポーツ・文化活動を、障がいの態様に応じて気軽に楽しめるよう 

な環境づくりが求められています。 

 

２．具体的な取り組み 

障がい者のある人とない人が相互の理解を深め、また、障がい者自身の 

心身機能訓練、生きがいの創造、社会参加意欲の高揚等を図るため、障が 

い者のスポーツ・文化活動を促進します。 

 

（１）活動への支援 

障がい者団体等の育成を図り、その活動を支援するとともに、地域で 

取り組んでいるレクリエーション活動に障がい者が進んで参加できる 

よう機会の拡充を図ります。 
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各  ◆第２章                             

 論 ◇第８節  成年後見制度の利用促進 
 

 

 

 

 

施 策 目 標 

 

第１ 成年後見制度の利用促進 

（猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画） 
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第１ 成年後見制度の利用促進 

（猪苗代町成年後見制度利用促進基本計画） 
 

１．現状と課題 

本町では高齢化が進行しており、一人暮らしの高齢者や認知症高齢者の増加も予 

想されます。また、知的障がい者、精神障がい者を介護する方の高齢化に伴い、親 

なき後の支援の必要性が増大することも懸念されます。これらの人たちは、虐待な 

どの人権侵害や悪徳商法などの消費者被害に遭いやすく、自ら必要な介護・福祉サ 

ービスを選択し決定することが難しい状況にあるため、今後ますます成年後見制度 

の必要性が高まっていくことが考えられます。 

 

（１）認知症高齢者及び精神障がい者、知的障がい者の人数 

（令和５年１２月３１日現在） 

認知症高齢者（要介護認定を受けた方）の日常生活自立度Ⅱａ以上：６７４人、 

知的障がい者：１５８人、精神障がい者：１３６人 

（２）成年後見制度利用者数（令和５年１２月３１日現在） 

後見：２６人、保佐：５人、補助：３人、任意後見：０人 

（３）町長申し立てによる成年後見制度利用者数：７人 
 

実績値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

成年後見制度 
町長申立 ０人 １人 ４人 

報酬助成 １人 １人 １人 

 

目標値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度 
町長申立 ３人 ３人 ３人 

報酬助成 ５人 ６人 ７人 

 

２．施策の目標 

成年後見制度を必要とする人が、住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることが 

できるよう、既存の保健・医療・福祉の連携に司法も含めた連携の仕組みを構築す 

る「権利擁護の地域連携ネットワーク」を構築します。 
 

３．施策の方針 

（１）権利擁護の地域連携ネットワークの構成 

権利擁護の地域連携ネットワークの構成要素である、「チーム」「協議会」「中核 

機関」について段階的・計画的に整備します。 

 

①チーム 

後見開始前においては本人に身近な親族や福祉・医療・地域の関係者が、後見 

開始後はこれに後見人が加わって、協力して日常的に本人を見守り、本人の意 

思や状況を継続的に把握し、必要な対応を行う仕組み。 

②協議会 

「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体や関係機関が必要な支援を行えるよう、

各地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、自発的に協力する

体制づくりを進める合議体。 
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③中核機関 

専門職による専門的助言等の支援の確保や、協議会の事務局など、地域連携ネ 

ットワークのコーディネートを担う中核的な機関です。 

会津１１市町村においては、令和４年度に中核機関としての業務を会津権利擁 

護・成年後見センターへ委託し、取り組みを開始しています。 

 

（２）地域連携ネットワークの役割と機能 

地域連携ネットワークの役割と中核機関が担うべき具体的機能は以下のとおり 

とします。 
 

地域連携ネットワークの３つの役割 
中核機関の４つの機能 

（＋副次的効果） 

権利擁護支援の必要な人の発見・支援 広報機能 

早期の段階からの相談・対応体制の整備 相談機能 

意志決定支援・身上保護を重視した成年後見 

制度利用の運用に資する支援体制の構築 

成年後見制度利用促進機能 

後見人支援機能 

（不正防止効果） 

 

これまで、住民向け講演会やブロック別事例検討会、巡回相談の周知、参加に 

努めてきました。今後は、市民後見人の養成など地域連携ネットワークの機能強 

化に努め、町長申立の適切な実施と成年後見制度の推進に努めます。 
 

（３）助成制度について 

成年後見制度を利用したくても、認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由 

により自ら申し立てをすることが困難で身寄りがいない人に対する申し立ての 

支援や、申し立てに要する費用や成年後見人等の報酬を負担できない人に対す 

る助成を行います。 

今後さらに、町長申立数及び報酬助成数が増加することが予想されます。その 

ため、本人申立及び親族申立に対する報酬助成など、制度の拡充について検討 

し、本制度の利用促進を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


